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令和６年度東京支部基本方針

加入者目線に立脚した事業の展開

組織運営体制の確立と効率的な業務体制への変革

リスク管理意識の醸成とリスクコントロールの徹底

ジョブローテーションと適材適所による人材育成

１



１．基盤的保険者機能の盤石化

２



事業計画 実施状況 評価

Ⅰ．健全な財政運営

① 中長期的な視点による健全な財政運営に資するよう、支部評議
会で丁寧な説明をした上で、保険料率に関する議論を行う。

② 今後、更に厳しさが増すことが予想される協会の保険財政につ
いて、事業主や加入者にご理解いただくため、ホームページや
広報誌等において協会決算や今後の見通しに関する情報発信を
積極的に行う。

③ 医療費適正化等の努力を行うとともに、各協議会等の場におい
て、医療費・健診等データの分析結果から得られたエビデンス
等も踏まえ、安定した財政運営の観点から積極的に意見発信を
行う。

①
• 評議会における説明や議論を活発に行うことを目的に年

間開催回数の増加、議題内容の充実を図ることを検討し
た。

• 令和６年10月開催の評議会において、平均保険料率の議
論を行った。

• 令和６年12月開催の評議会において、平均保険料率に対
する47都道府県の意見及び令和７年度事業計画（案）を
提示した。

• 令和７年１月開催の評議会において、支部保険料率、令
和７年度事業計画案及び保険者機能強化予算案を諮り、
承認を受けた。

②
• 保険財政に影響を与える医療費適正化の事業において情

報発信（支部広報）を行った。また、医療費適正化に関
する広報計画を策定した。

• 納入告知書同封チラシ等において決算（見込み）を周知
した（令和６年９月）。

③ 以下協議会に出席し、意見発信を行った。
• 東京都保険者協議会データ分析部会
• 東京都保険者協議会保健活動部会
• 東京都保険者協議会
（令和６年６月、7月、10月、11月、12月、
令和７月２月）

• 東京都保険者協議会において、厚生労働省へ特定健診・
特定保健指導の円滑な実施に向けた要望書及びマイナ保
険証への円滑な移行に向けた要望書の提出を行った（令
和６年９月）。

○

○

○

１．基盤的保険者機能の盤石化

３



事業計画 実施状況 評価

Ⅱ．業務改革の実践と業務品質の向上
（１）業務処理体制の強化と意識改革の徹底

① 業務量の多寡や優先度に対応するため、事務処理体制の強化
を図ることで生産性の安定化を図る。

② 業務マニュアルや手順書に基づく、統一的な事務処理の徹底
により業務の標準化・効率化・簡素化を図るとともに、職員
の意識付けを促進する。

①
• グループを越えたOJTによる多能化を推進し、日々の業

務量に応じて柔軟に人員をシフトすることにより、現金
給付事務処理体制の安定化を実践した。

• 計画的なジョブローテーションを実施し、繁忙期の事務
処理およびマイナンバー照会確認作業等について安定し
た業務を実践した。

②
• 統一的な事務処理の徹底を図るため、日々のミーティン

グで情報共有を行うとともに、勉強会などを定期的に実
施することにより、業務の標準化等を推進した。

• 職員の多能化を推進することにより、処理スケジュール
の短縮を図り、事務処理の効率化を推進した。

• 進捗状況の見える化を進めたことにより、上長の的確な
差配とともに自らが業務進捗に注意を払い、周囲と協力
する体制を醸成した。

• 保険証の新規発行停止に伴い、新たな申請書等が追加に
なったことから、ミーティング等を通じて事務処理手順
等の周知徹底を図った。

○

○

１．基盤的保険者機能の盤石化

４



事業計画 実施状況 評価

（２）サービス水準の向上
① すべての申請について、迅速な業務処理を徹底する。特に傷

病手当金や出産手当金等の生活保障の性格を有する現金給付
については、申請受付から支給までの標準期間（サービスス
タンダード：10日間）を遵守する。

■ KPI：
サービススタンダードの達成状況を100％とする

② 事業主や加入者の利便性の向上や負担軽減の観点から、郵送
による申請を促進する。

■ KPI：
現金給付等の申請に係る郵送化率を対前年度（98.4％）以上とす
る

① サービススタンダードの達成状況

■ KPI：
100％

②
• 支部ホームページにおいて郵送化促進の広報を実施した。
• 日雇被保険者向けに郵送の切替を促す案内を送付した。
• 申請書送付時等に返信用封筒を同封した。

■ KPI：
98.1％

○

△

１．基盤的保険者機能の盤石化

５

決定件数 達成件数

（参考）
令和５年度

369,999件 369,999件

４～６月 92,694件 92,694件

７～９月 92,340件 92,340件

10～12月 104,268件 104,268件

１～３月 95,324件 95,324件

合計 384,626件 384,626件



事業計画 実施状況 評価

③ 電話相談業務担当者向け研修等を実施し、相談業務のスキル
アップを図り、事業主や加入者からの相談・照会について的
確に対応する。

④ お客様満足度調査やお客様の声を活用し、業務の課題を洗い
出し、改善を図ることで更なる加入者サービスの向上に取り
組む。

③
• 本部主催の基本スキル及び苦情初期対応の研修を受講し、

健康保険相談員のスキルアップを図った。
• マイナ保険証にかかる勉強会を行い、事業主や加入者か

らの相談に的確に対応した。

④
• 朝礼やミーティングを通じて、誤りやすい案件等の情報

共有を図った。また、朝礼時において基本フレーズの復
唱を健康保険相談員全員で行った。

• お客様満足度調査の結果、電話のオープニングやクロー
ジングの満足度が低かったことから、電話対応の啓発
カードを作成し、職員の意識の徹底を図った（令和７年
１月)。

• 健康保険相談員の電話状況を観察し、改善点等のフィー
ドバックを行い、基本スキルやオペレーション能力の向
上を図った（令和７年２月)。

• 契約職員を対象に説明力向上研修を実施した（令和７年
３月)。

○

○

１．基盤的保険者機能の盤石化

６



事業計画 実施状況 評価

（３）現金給付等の適正化の推進
① 傷病手当金と障害年金等との併給調整について適正に実施す

る。

② 現金給付の支給決定データ等の分析により不正の疑いが生じ
た申請については、支給の可否を再確認するとともに、保険
給付適正化ＰＴにおいて内容を精査し、事業主への立入検査
を実施するなど、厳正に対応する。

① 傷病手当金と障害年金等との併給調整についてスケ
ジュールに基づき適正に実施した。

②
• 傷病手当金の受給者に関する情報提供に基づく調査・確

認のほか、支給決定済みの傷病手当金及び出産手当金に
係る受給要件等に関する事後調査を実施した。

• 現金給付の申請内容について精査を行う「保険給付適正
化プロジェクト会議」を開催した（令和６年６月、９月
～令和７年３月）。

• 立入検査を認可申請した（１件）。
• 日本年金機構に調査を依頼した（１件）。
• 捜査当局に告発状を提出した（１件）。

○

○

１．基盤的保険者機能の盤石化

７

傷病手当金 出産手当金

（参考）
令和５年度

58件 0件

４～６月 41件 0件

７～９月 14件 0件

10～12月 14件 0件

１～３月 21件 0件

障害厚生年金 老齢年金

（参考）
令和５年度

1,675件 634件

４～６月 361件 174件

７～９月 222件 133件

10～12月 321件 109件

１～３月 296件 112件



事業計画 実施状況 評価

（３）現金給付等の適正化の推進
③ 海外出産育児一時金について、海外の渡航がわかる書類の確

認のほか、出産の事実確認等を徹底し、不正請求を防止する。

④ 柔道整復施術療養費について、多部位かつ頻回の申請又は負
傷部位を意図的に変更する過剰受診（いわゆる「部位ころが
し」）の適正化を図るため、加入者への文書照会等を強化す
るとともに、疑義が生じた施術所については、面接確認委員
会を開催し、重点的に審査を行う。

③
• 出産育児一時金等について、支給事務の取扱いに基づき、

申請書に添付する書類等の確認を徹底し、不支給決定を
行った。

• 海外の医療機関等に対する照会を実施した。

④
• 柔道整復施術療養費の多部位かつ頻回の申請について、

加入者に対する文書照会を実施した。

• 柔整審査委員会の実施体制について見直しを図った（令
和６年10月）。

• 柔整審査委員会より不正等の疑義がある２施術所につい
ての面接確認委員会開催申請を受理し、当該施術所に対
し面接確認委員会の実施通知を送付した（令和7年2月～
3月）。

○

○

１．基盤的保険者機能の盤石化

８

照会件数

（参考）令和５年度 44 件

４～６月 9 件

７～９月 9 件

10～12月 10 件

１～３月 5 件

送付件数

（参考）令和５年度 20,000 件

４～６月 7,467 件

７～９月 9,277 件

10～12月 9,435 件

１～３月 9,766 件



事業計画 実施状況 評価

（３）現金給付等の適正化の推進
⑤ あんまマッサージ指圧・はりきゅう施術療養費について、長

期かつ頻回等の過剰受診の適正化を図るため、加入者及び施
術者へ施術の必要性について文書により確認する等、審査を
強化する。

⑥ 被扶養者資格の再確認について、マイナンバーを活用した効
率的な再確認を実施するとともに、宛所不明による未送達事
業所に係る所在地調査や未提出事業所への勧奨により、被扶
養者資格確認リストを確実に回収して、被扶養者資格の再確
認を徹底する。

⑤
• 過剰受診の適正化を図るため、適切に審査を行った。
• 関係団体及び施術管理者に対し、適切な申請にかかる

リーフレットを送付した（送付件数 関係団体：15か所、
施術管理者：2,700名。令和６年10月）。

• 長期・頻回な施術を防止するため、施術管理者に対し、
あはき療養費の適正な給付の促進に係るリーフレットを
送付した（送付件数 施術管理者：2,000名。令和７年
３月）。

⑥
• マイナンバーを活用した効率的な再確認を行うため、マ

イナンバー未提出事業所等へ提出勧奨を行うとともに、
マイナンバー登録申出者については正確及び迅速に登録
を行った。

• 納入告知書同封チラシ等により確認リストの提出案内の
広報を行った（令和６年11月）。

• 健康保険委員在籍事業所でかつ未提出の事業所等へ支部
より提出勧奨を行った（送付件数：5,404事業所。令和
７年３月）。

○

○

１．基盤的保険者機能の盤石化

９



事業計画 実施状況 評価

（４）レセプト点検の精度向上
① 「レセプト内容点検行動計画」を策定・実施し、効果的かつ

効率的な点検を推進するとともに、勉強会や研修等により、
レセプト点検員のスキルを向上させ、内容点検の質的向上を
図り、再審査レセプト1件当たり査定額及び査定率の向上に取
り組む。

■ KPI：
１）協会のレセプト点検の査定率（※）について前年度
（0.087％）以上とする（令和６年度新設）
（※）査定率＝協会のレセプト点検により査定（減額）した額÷協会
の医療費総額

２）協会の再審査レセプト1件当たりの査定額を前年度（9,109
円）以上とする

② 自動点検マスタを定期的に更新し、システム点検の効率化を
図る。また、社会保険診療報酬支払基金において、審査支払
新システム（AI）によるレセプトの振り分けが行われている
こと等を踏まえ、内容点検効果の高いレセプト（目視対象に
振り分けられたレセプト等）を優先的かつ重点的に審査する。

③ マイナンバーカードと健康保険証の一体化の状況を踏まえつ
つ、資格点検、外傷点検を着実かつ確実に実施し、医療費の
適正化に取り組む。

① 毎月、レセプト点検員全員と個人面談を行い、点検員自
ら査定額や高点数帯の点検状況を確認させるとともに改
善に向けた指導を実施したこと、定期的に勉強会を開催
し点検スキルの向上に努めたことにより、１件あたりの
査定額が大幅に向上した（令和６年７月～令和７年３
月）。

■ KPI：
１）0.077％

２）15,003円

② 自動点検マスタのメンテナンスを毎月実施し、効率的な
点検を行った。また、入院・高額レセプトの一斉点検期
間を設け、効果的な点検に努めた。
また、社会保険診療報酬支払基金とレセプト点検員のス
キル向上を目的とした意見交換会を実施した(令和７
年２月）。

③ 点検スケジュールに基づき、遅滞なく点検を実施した。

◎

○

○

１．基盤的保険者機能の盤石化
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事業計画 実施状況 評価

（５）債権管理・回収と返納金債権発生防止の強化
① 発生した債権（返納金、損害賠償金等）については、全件調

定及び納付書の速やかな送付を徹底するとともに、「債権管
理・回収計画」に基づき、早期回収に向けた取組を着実かつ
確実に実施する。

■ KPI：
１）返納金債権（診療報酬返還金（不当請求）を除く。）の回収
率を前年度（50.35％）以上とする（令和６年度新設）

② 無資格受診に係る返納金の発生を抑止するため、業務マニュ
アル等に基づき、保険証未返納者に対する早期の返納催告を
確実に実施する。

③ 日本年金機構と連携し、資格喪失時における保険証の返納に
ついて、事業所等へ周知徹底を図る。

④ 併せて、オンライン資格確認やレセプト振替・分割による無
資格受診の発生抑止効果をより向上させるため、事業所から
早期かつ適正な届出が行われるよう、周知広報を実施する。

■ KPI：
２）日本年金機構回収分も含めた資格喪失後1か月以内の健康保
険証回収率を前年度（70.80％）以上とする。
※マイナンバーカードと健康保険証の一体化（健康保険証の廃止）が行われるまでの取組とする

① 資格点検において処理が遅延したことにより、納付書の
速やかな送付が徹底できなかった。なお、高額債務者に
対する電話催告を実施したこと、保険者間調整の申請書
未提出者に対する勧奨を行い確実な活用を促したことに
より、回収率は前年同期を上回った（令和７年２月時
点）。

■ KPI：
１）53.95％

② 保険証未返納者に対する早期の返納催告を定期的に実施
した。

③ 納入告知書同封チラシへ記事を掲載した（令和６年８
月）。

④ 保険証の早期返却に関する協力依頼の文書を電子申請利
用で保険証の未返却率が高い加入者500名以上の事業所
に送付した（月100社。令和６年６月～９月）。

■ KPI：
２）72.82％
※令和６年11月で終了

△

○

○

○

１．基盤的保険者機能の盤石化

11



事業計画 実施状況 評価

Ⅲ．ＩＣＴ化の推進
（１）オンライン資格確認等システムの周知徹底

① 医療 DX の基盤であるオンライン資格確認等システムについ
て、制度の概要やメリットを加入者や事業主に周知する。特
に、2023年１月より運用が開始された電子処方箋については、
重複投薬の防止など、良質かつ効率的な医療の提供に繋がる
ことから、加入者や事業主にその意義を理解いただけるよう、
様々な広報媒体を活用し、周知する。

② マイナンバーを正確に収録するために、マイナンバー登録申
出者について確実に登録を実施する。

（２）マイナンバーカードと健康保険証の一体化への対応
マイナンバーカードと健康保険証の一体化後も加入者が適切な

保険診療を効率的かつ支障なく受けられるよう、マイナンバー
カードの健康保険証の利用を推進するとともに、制度に係る広報
や資格確認書等の円滑な発行等に取り組む。

①
• 納入告知書同封チラシに併せて、電子処方箋の案内を同

封した（令和６年６月）。
• 長期収載品選定療養制度について、メールマガジンによ

り広報を実施した（令和６年11月）。

② マイナンバー登録申出者について、正確かつ迅速に登録
を実施した。

（２）
• 各種広報媒体によりマイナ保険証の利用促進を実施した。
• 健康保険委員研修会において、マイナ保険証の利用促進

に関する説明を行った（令和７年２月）。

○

○

○

１．基盤的保険者機能の盤石化

12



２．戦略的保険者機能の一層の発揮
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事業計画 実施状況 評価

Ⅰ．データ分析に基づく事業実施
支部における医療費・健診データ等の分析結果の活用及び分析能
力の向上

① 医療費適正化等に向けたデータ分析に基づく事業及び情報発
信を実施するため、医療費・健診データ等を活用して、支部
の特徴や課題を把握するための分析を行う。 また、分析に際
しては、分析の精度を高めるため、外部有識者の知見等も活
用する。

② 本部や他機関が開催する統計分析研修への参加等により、職
員の分析能力の向上を図る。

①
• 支部の適用状況や１人当たり医療費、健診結果を集計の

上、健康づくり推進協議会において資料を提示し協議し
た。また、区市町村別の健康課題を見える化した資料を
作成し、訪問した際に意見交換を実施した。

• 東京都保険者協議会において、健診結果を集計した資料
を提出し、各保険者の担当者と意見交換を実施した。

②
• 首都圏支部（東京、埼玉、千葉、神奈川）の分析担当者

による連携（チャット機能を活用）により、手法の共有
等を行い分析能力のスキルアップを図った。

• 首都圏支部間において、支部の分析スキル等のアンケー
トを実施した。

△

○

２．戦略的保険者機能の一層の発揮
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事業計画 実施状況 評価

Ⅱ．健康づくり
（１）保健事業の一層の推進
第３期保健事業実施計画（データヘルス計画）に基づく取組
「特定健診の推進」「特定保健指導を含めた重症化予防の対策」
「コラボヘルスの取組」を柱とし、第３期保健事業実施計画
（データヘルス計画）について、各年度の取組を着実に実施する。
その際には、情報系システム等の分析ツールを用いてPDCAサイ
クルを回し、取組の実効性を高める。

（２）特定健診実施率・事業者健診データ取得率等の向上
生活習慣病予防健診（特定健診の項目にがん検診の項目等を加え
たもの）及び特定健診実施率の向上を図るとともに、事業所規模
等に応じて事業者健診結果提供について勧奨を実施する。

ⅰ）被保険者（生活習慣病予防健診）
① 生活習慣病予防健診の自己負担の軽減に加え、付加健診の対

象年齢拡大等を契機とした受診勧奨を事業所と未受診者に実
施する。

② 加入者の利便性を考慮した健診機関との新規契約を進めると
ともに、既存の健診機関には加入者の受診環境の向上を働き
かけ、健診受診者数の増加を図る。

（１）
• 第３期保健事業実施計画（データヘルス計画）の６か年

計画の目標達成に向けて「特定健診・特定保健指導の推
進」、「コラボヘルスの取組」、「重症化予防の対策」
を各事業計画に沿って着実に実施した。

• 健康づくり推進協議会を設置し、第１回協議会を開催し
た（令和６年11月）。

• 年間を通して、ラジオ番組「元気にこねくと」において
生活習慣病重症化予防等の普及啓発を行った。

① 当初の計画を変更し、事業者健診の勧奨と併せて、中規
模事業所に対して、受診勧奨の準備をした（発送予定件
数：5,993件。令和７年３月）。

②
• 新規14機関と契約を締結した。また、既存の実施機関の

うち実地調査を予定していた87件すべてに対して、実地
調査を実施し質の向上を図った（契約機関総数：331機
関（令和７年３月31日時点） ※参考 令和５年度末時
点契約件数：317件）。

• 令和７年４月契約予定の健診機関に対して、事務手順の
説明とともに、事務処理誤り防止策等を説明した（令和
７年２月）。

○

○

○

２．戦略的保険者機能の一層の発揮
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事業計画 実施状況 評価

③ 近隣に健診実施機関のない加入者の健診受診機会の確保のた
め、巡回健診を実施する。

■ KPI：
生活習慣病予防健診実施率を60.0％以上とする

③ 島しょ部の加入者の健診受診機会確保のため、神津島、
八丈島、利島、新島、大島、青ヶ島、小笠原における巡
回健診を実施した。

■ KPI：
57.2％

○

２．戦略的保険者機能の一層の発揮
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実施月 対象者数
受診者数
（受診率）

神津島
令和６年
５月

168人
142人
(84%)

八丈島
令和６年
７月

554人
297人
(53%)

利島
令和６年
９月

34人
34人

(100%)

新島
令和６年

11月
279人

263人
(94%)

大島
令和６年

11月
730人

367人
(50%)

青ヶ島
令和６年

11月
30人

17人
(56%)

小笠原
令和６年

11月
275人

263人
(92%)



事業計画 実施状況 評価

ⅱ）被保険者（事業者健診データ）
① 健診データの取得促進に向け事業所規模別に勧奨策を実施す

る。
[大規模事業所] 支部職員が事業所を訪問のうえ、勧奨する。
[中・小規模事業所] 東京労働局等の行政機関や商工会議所等
の団体を通じて勧奨する。
外部委託業者を活用し、文書・電話等により勧奨する。

② 健診データの提供を積極的に取り組む健診機関と連携し、
データの早期提供を促進する。

③ 健診データの提供について同意があった事業所のデータを取
得するため、健診結果の提供にかかる契約が未締結の健診機
関に対し、契約締結に向けた働きかけを行う。

④ すでに契約を締結している健診機関に対してデータ取得の進
捗を管理し、確実にデータを取得する。

■ KPI：
事業者健診データ取得率を3.8％以上とする

①
• 40歳未満を含めた健診データ取得に向け事業所の規模や

特性に応じた勧奨計画に基づき、大規模事業所に対して、
外部委託によるDM送付や電話勧奨を実施した（令和６年
12月）。

• 中規模事業所に対して、健診データ取得勧奨の準備をし
た（5,993件。令和７年３月）。

• 東京労働局と「働く世代の健康づくり推進に向けた連携
に関する」協定を締結した（令和６年６月）。

② 生活習慣病予防健診実地調査のタイミングを活用して、
健診機関にデータの早期提供を依頼した。

③
• 新規に11機関と契約締結した（契約機関総数：337機関

（令和７年３月31日時点）
• 事業者健診契約未締結の健診機関に対して、契約に向け

た働きかけを行った。

④ すでに契約している健診機関から29,080件を取得した
（令和６年12月時点）。

■ KPI：
1.3％

△

△

△

△

２．戦略的保険者機能の一層の発揮
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事業計画 実施状況 評価

ⅲ）被扶養者（特定健診）
① 魅力的なオプション検査や利便性の高い会場の選定などによ

り、集団健診の受診者数の増加を図る。

② 区市町村が実施するがん検診との連携に向けた取り組みを実
施する。

■ KPI：
被扶養者の特定健診実施率を32.0％以上とする

①
• 対象者へ集団健診の案内を行い、集団健診を実施した

（令和６年11月～令和７年３月 申込率17.8％
45,286名/254,391名 実施率15.9%、40,357名
/254,391名）。

• 併せて東京都歯科医師会と連携して実施する歯科健診に
ついて、４会場で99人が受診した。

②
• 中野区が実施するがん検診と協会けんぽの特定健診を同

時実施した（令和６年8月）。
• 世田谷区と事業推進に向けた打ち合わせを実施した。
• 江戸川区と来年度のがん検診と協会けんぽの特定健診の

同時実施に向けて合意し、案内を発送した（16,394名。
令和７年３月）。

• 東京都を通じて、区市町村のがん検診の実施状況を調査
するため、情報収集を行った。

■ KPI：
32.7％

◎

○

２．戦略的保険者機能の一層の発揮
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事業計画 実施状況 評価

〔特定健診受診率・事業者健診データ取得率〕

■ 被保険者（40歳以上）
（実施対象者数：2,404,374人）
・生活習慣病予防健診
実施率60.0％
（実施見込者数：1,442,600人）
・事業者健診データ
取得率3.8％
（取得見込者数： 91,300人）

■ 被扶養者
（実施対象者数：521,204人）
・特定健康診査
実施率32.0％
（実施見込者数： 166,700人）

２．戦略的保険者機能の一層の発揮
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被保険者 被扶養者

生活
習慣病
予防健診

事業者
健診

特定健康
診査

（参考）
令和５年

度

1,430,163
人

48,795
人

153,541
人

４～６月
298,918

人
9,472
人

25,016
人

７～９月
408,098

人
9,096
人

37,285
人

10～12月
473,635

人
11,501

人
34,432

人

１～３月
323,568

人
4,523
人

64,784
人

合計
1,504,219

人
34,592

人
161,511

人



評価

事業計画 実施状況 評価

（３）特定保健指導実施率及び質の向上
特定保健指導機関との連携強化等により特定保健指導実施率の向
上を図るとともに、指導対象者の健康状態に合わせた
保健指導スキルを向上させ保健指導の質の向上を図る。

ⅰ）被保険者
① 支部内保健師・管理栄養士の充足を図るとともに、アウトカ

ム指標の導入を踏まえ、重症化予防・グループ支援を含めて
保健指導者のスキルを向上させる。

② 新規特定保健指導機関の拡大を図るとともに、情報交換の場
を通じて既存特定保健指導機関に好事例を横展開し、実施者
数増加を図る。

③ 支部又は特定保健指導専門機関等による情報通信技術（ＩＣ
Ｔ）を活用した保健指導を推進する。

④ 特定保健指導対象者数の多い事業所、健康企業宣言事業所へ
の保健指導をより一層推進する。

■ KPI：
被保険者の特定保健指導実施率を11.4％以上とする

① 支部内保健師・管理栄養士を対象とした支部内研修を６
回開催した。令和６年6月の研修会においては本部の保
健師を講師として招き、保健指導スキル向上を図った。

②
• 新規28機関と契約を締結した（契約機関総数：116機

関（令和７年3月31日時点））。
• 特定保健指導実践者会議を開催し101機関が参加した。

３機関から好事例を紹介し、グループワークによる意見
交換を実施した（令和６年12月）。

③ 支部による１日あたりの実施件数を８件から12件に増
やした。また、専門機関においても積極的に活用した。

④ 銀の認定証を手交する等、適宜訪問を行い、保健指導の
推進に向けて交渉を行った（訪問件数46件）。

■ KPI：
12.6％

○

○

○

○

２．戦略的保険者機能の一層の発揮
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事業計画 実施状況及び 評価

ⅱ）被扶養者
① 集団健診において健診当日の初回面談を実施し、特定保健指

導に繋げる。

② 特定保健指導対象者の利便性向上を図るため、イベント型の
集団による特定保健指導を実施する。

③ 区市町村の現状を把握し、健康づくりに関する共同での取り
組みを模索する。

■ KPI：
被扶養者の特定保健指導実施率を10.1％以上とする

■ 被保険者
（特定保健指導対象者数：305,246人）
・特定保健指導実施率11.4％
（実施見込者数：34,798人）

■ 被扶養者
（特定保健指導対象者数：14,336人）
・特定保健指導実施率10.1％
（実施見込者数：1,448人）

①
• 集団健診実施機関に対し、説明会を開催し、昨年度実績

が高かった健診機関の取り組みを紹介し、横展開を行っ
た（令和６年７月）。

• 集団健診当日の初回面談を９割の会場で実施した（実施
人数：1,397人。令和６年11月～令和７年３月。昨年度
比＋621人）。

• 視察時に健診機関と意見交換や好事例の共有を行った。

② 集団健診受診者への早期アプローチをする時期を逸した
ため未着手であった。

③
• 東京都と打ち合わせを実施した。
• 江戸川区については、がん検診との特定保健指導同時実

施にむけて調整をおこなった。
• 八王子市と打ち合わせを実施し、連携事業に向けた情報

共有を図った。

■ KPI：
13.8％

○

×

○

２．戦略的保険者機能の一層の発揮
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被保険者 被扶養者

（参考）
令和５年度

24,175人 1,155人

４～６月 7,405人 198人

７～９月 7,266人 551人

10～12月 8,251人 578人

１～３月 7,768人 246人

合計 30,690人 1,573人



事業計画 実施状況 評価

（４）重症化予防対策の推進
① 健診機関による健診当日の受診勧奨の拡充を図り、未治療者

（高血圧・高血糖・脂質異常・CKD）の受診を促進する。

② 通知による未治療者（高血圧・高血糖・脂質異常）への勧奨
対象者を拡大して実施する。

③ 未治療者（CKD）の受診理解が深まるような勧奨を行い受診
への行動変容に繋げる。

④ 非肥満のLDLコレステロール高値対象者に対して、文書指導を
中心とした支援を行うことで、LDLコレステロールの重症化を
予防する。

⑤ がん（大腸がん）検診の要精密検査者への受診勧奨等を実施
し、早期発見・早期治療の重要性を周知していく。

⑥ 東京都医師会等との連携により、糖尿病性腎症等重症化予防
事業を着実に実施する。

⑦ 健康企業宣言事業所等に対して重症化予防の必要性について
周知を推進し、事業所から未治療者へ継続的に勧奨すること
で受診を促進する。

■ KPI：
健診受診月から10か月以内に医療機関を受診した者の割合を対前
年度（31.2％）以上とする（令和６年度新設）

① 生活習慣病予防健診実施機関のうち13健診機関と契約
し、専門職による勧奨を実施した（実施件数：3,741件。
令和７年３月時点）。

② 二次勧奨対象者のほか、一次勧奨対象者であるＬＤＬコ
レステロール単独該当者に対して二次勧奨を実施した
（実施件数：34,143件。令和７年３月時点）。

③ 対象者をガイドラインに併せて変更し、エビデンスに基
づいた必要性の高い対象者へ勧奨を実施した（実施件
数：3,760件。令和７年３月時点）。

④ 健診データから効果的な対象者を選定し、文書指導を実
施した（実施件数：65件。令和７年３月時点）

⑤ 健診機関から送付する健診結果にリーフレットを同封し、
大腸がん検診の精密検査受診勧奨を２機関で無償で実施
した。

⑥ 糖尿病性腎症等重症化予防対象者の参加率の低迷や医師
との連携が不足していた等の本事業の課題を踏まえ事業
を見送った。新たなスキームによる重症化予防事業につ
いて、東京都医師会及び東京都栄養士会と調整を進めた。
また、協会本部を通じて、厚生労働省にスキームに問題
がないことを確認した。

⑦ 健康企業宣言事業所への支援として、特定保健指導の実
施に関する説明とともに重症化予防についても周知を
行った。

■ KPI：
32.0％

○

○

○

○

○

△

○

２．戦略的保険者機能の一層の発揮
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事業計画 実施状況 評価

（５）コラボヘルスの推進
① 経済団体、業界団体等の各関係団体と連携し、協同で健康経

営を進めることで、各団体との関係強化や健康企業宣言の普
及・発展に努め、健康企業宣言事業所の拡大を図る。

①
• 健康企業宣言東京推進協議会の参画団体と健康経営の普

及・発展に向けて会議を実施した（令和６年６月、９月、
11月、12月、令和７年３月）。

• 中小規模の事業所向けの新たな認定制度の必要性を問題
提起し、制度の考え方や実施案を提示の上、協議した。
協議の結果、当該協議会において実施している認定制度
とは別に、協会独自の取組として運用することが決定し
た。

• 八王子市との連携に向けて協議した（令和６年６月、８
月、10月、11月、令和７年１月）。

• 大田区が運営する、おおた健康経営事業所認定審査委員
会に出席し、応募事業所の審査や意見交換を実施した
（令和６年12月）。

• 世田谷区が開催する健康経営セミナーにおいて、健康経
営の取組について説明した（令和７年１月）。

• 東久留米市との連携に向けて協議した（令和７年２月）。
• 青梅商工会議所が開催する健康経営担当者交流会に参加

し、青梅地区の宣言事業所と意見交換を実施した（令和
７年２月）。

• 青梅商工会議所との連携に向けて協議した（令和７年３
月）。

• 東京都社会保険労務士会が開催する健康経営フェスタに
おいて、相談ブースを出展した（令和７年３月）。

○

２．戦略的保険者機能の一層の発揮
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事業計画 実施状況 評価

（５）コラボヘルスの推進
② 「事業所カルテ」の配付や、事業所訪問等を通じて事業主へ

の健康づくり意識の醸成を図るとともに、事業所と健康課題
の共有を図る。

③ ホームページや関係者向け専用サイト（協会けんぽ東京パー
トナーズサイト）において、健康経営の取組に関するサポー
ト情報を掲載し、健康経営の普及促進及び質の向上を図る。

②
• 事業所を訪問し、健康づくりのサポートを実施した。併

せて、健診受診率又は保健指導実施率の低い事業所に対
して、事業所カルテを持参し健康課題の共有と今後の対
策について協議した。

• 令和６年10月に協会全体の働き方改革を実践するために
全国健康保険協会が加入事業所として健康宣言したこと
を受け、本部担当者と実効性のある取組の展開に向けて
協議する等、協会全体が健康経営を進められるよう保険
者として全体をサポートした。

• 事業所カルテを配付するとともに健康経営のメリットや
取組方法に関する案内を実施した（約5,000社。令和７
年２月）。

③ 専用サイトを利用した資材の提供や企業からの問い合わ
せに対して迅速に対応した。金の認定解説動画を作成の
上、専用サイトに掲載し、健康経営の更なる周知を図っ
た（令和６年９月）。

〇

○

２．戦略的保険者機能の一層の発揮
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訪問数

（参考）
令和５年度

251社

４～６月 58社

７～９月 68社

10～12月 21社

１～３月 15社



事業計画 実施状況 評価

④ 事業所の健康づくりサポートの施策として、好事例情報の提
供、健康づくりセミナーの動画配信等を行う。

■ KPI：
健康宣言事業所数を2,900事業所（※）以上とする
（※）標準化された健康宣言の事業所数及び今後標準化された健
康宣言への更新が見込まれる事業所数

④
• 健康づくりオンライン講座を210事業所に対し実施した。
• 東京産業保健総合支援センターとの連携に向けて協議し

た（令和６年11月）。
• 東京都医師会と連名による「受動喫煙対策」をテーマに

したポスター及びリーフレットを作成した。健康企業宣
言事業所、医療機関や関係団体等において、ポスターの
掲示及びリーフレットの設置を依頼した（令和７年３
月）。

■ KPI：
2,998事業所

◎

２．戦略的保険者機能の一層の発揮
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事業計画 実施状況 評価

Ⅲ．医療費適正化
（１）医療資源の適正使用
① ジェネリック医薬品の使用促進
ジェネリック医薬品の供給状況を確認しつつ、ジェネリック医薬
品使用割合80%以上の水準を維持・向上できるよう、データ分析
に基づき重点的に取り組む対象を明確にした上で、地域の実情に
応じた使用促進に取り組む。

■ KPI：
ジェネリック医薬品使用割合（※）を年度末時点で前年度末
（82.6％）以上とする
（※）医科、DPC、歯科、調剤レセプトを対象とする

② ポリファーマシー（多剤服薬の有害事象）等対策
ポリファーマシー等の有害事象について、データ分析に基づき実
態等を把握したうえで、東京都保険者協議会等を通じて関係団体
へ情報共有を行う。

③ 上手な医療のかかり方
医療資源の適正使用の観点から、かかりつけ医を持つことの意
義、時間外受診・はしご受診の問題点やリフィル処方箋の仕組み
について、従来の広報媒体の他、動画配信広告等を用いて加入者
への周知・啓発を図る。

これらの取組については、関係団体とも連携しながら事業展開を
図る。

①
• 例年実施している「薬局向けジェネリック医薬品の見え

る化データ」の提供について、東京都薬剤師会と調整し
た結果、令和６年10月の長期収載品選定療養制度導入前
後の比較を行うために、令和６年度の提供を見合わせた
うえで令和７年度に提供することとした（令和６年12
月）。

• 医療機関向け医薬品実績リストをホームページに公開し
た（令和７年３月）。

■ KPI：
88.3％
※令和６年10月から長期収載品選定療養制度の導入により使用
割合が大幅に増加した

②
• ラジオ番組において、東京都薬剤師会と服薬に関する正

しい知識等を広報した（令和６年７月）。
• 多受診が疑われる加入者に対し、医療機関の受診にかか

る注意喚起の文書を送付した。

③
• 育児情報誌において、上手な医療のかかり方等の周知を

行った（40,000部。令和６年10月～令和７年１月）。
• 動画配信サービス「TVer」等を用いてヘルスリテラシー

向上に係る普及促進を行った（総配信回数：約160万回。
令和７年３月）。

○

○

○

２．戦略的保険者機能の一層の発揮
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事業計画 実施状況 評価

（２）地域の医療提供体制等へのデータを活用した意見発信
効率的・効果的な医療提供体制の構築に向けて、地域医療構想調
整会議や医療費適正化に関する会議等において、協会が保有する
医療費・健診データの分析結果や国・東京都等から提供された医
療データ等を活用し、エビデンスに基づく効果的な意見発信を行
う。

（２）
• 地域医療構想調整会議へ参加した（令和６年７月～８月、

令和７年１月～２月）。
• 東京都が主催する東京都医療費適正化検討委員会及び東

京都国民健康保険運営協議会に出席し、医療費適正化
（ジェネリック医薬品等）に対する保険者代表の意見を
述べた（令和６年11月、令和７年２月）。

△

２．戦略的保険者機能の一層の発揮
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事業計画 実施状況 評価

（３）広報活動や「顔の見える地域ネットワーク」を通じた加入
者等の理解促進
① 協会の広報基本方針及び広報計画に基づき、支部広報計画を

策定し、実施する。

② LINE等のSNSを用いた新たな広報手段により、加入者への情
報発信を行う。

①
• 広報計画に基づき各種広報を実施した。
ラジオ（毎週木曜日16：40頃TBSラジオ「元気にこねく
と」）
納入告知書同封チラシ（毎月15日）
メールマガジン配信（毎月５日）

• 新規加入事業所向けに「協会けんぽGUIDE BOOK」の
配付を開始した（令和６年９月～令和６年12月）。

• マイナ保険証の利用周知について、ラジオ番組及び新聞
広告（朝日、読売、日経）を掲載した（令和６年10月）。

• 支部ツウシントーキョーを発行した（テーマ：生活習慣
病の重症化予防。令和６年12月）。

• 最重点広報テーマである「健康づくりサイクルの定着」
について、１都３県支部（埼玉、千葉、東京、神奈川支
部）合同により首都圏内38路線においての電車内のサイ
ネージ広告及び立川駅周辺のビジョン広告を実施した
（令和７年２月）。

② LINEの運用を開始し、最大月３回情報発信を行った。併
せて、支部の広報ツールを用いて、お友達登録の募集を
行った（令和６年11月～。お友達登録者数：864人（令
和７年３月末時点））。

◎

○

２．戦略的保険者機能の一層の発揮
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事業計画 実施状況 評価

③ 広報テーマに応じた広報資材を活用し、関係団体とも連携し
ながら積極的な発信を行う。

④ 事業主及び加入者にインセンティブ制度の仕組みや意義を理
解いただけるよう、周知広報を行う。

③ 関係団体と広報について連携した。
• ラジオ番組に関係団体からゲスト出演いただいた。
（東京都医師会・東京都歯科医師会・東京都薬剤師会の会員、
健診機関医師、産業医、学識経験者、健康経営に取り組む
事業主）

• マイナ保険証の利用促進について広報協力依頼を行った。
（東京都医師会、東京都薬剤師会、東京都歯科医師会、
東京労働局、東京都社会保険労務士会、東京商工会議所
及び東京都商工会連合会）

• マイナ保険証利用周知、資格情報のお知らせ等の発送に
ついて各団体への説明を行った（令和６年６月、12月）。

• 社会保険研究所からの取材依頼により生活習慣病の重症
化予防周知啓発について、支部長と東京都医師会長が対
談し、「社会保険旬報」に掲載されるとともに、支部作
成の「支部ツウシントーキョー」への掲載を行った（令
和６年10月、12月）。

• 東京労働局主催の産業保健フォーラムに出展し、協会の
事業を広報した（令和６年10月）。

• 令和７年度保険料率について、広報協力依頼を行った
（令和７年３月）。

④ 納入告知書同封チラシ（協会けんぽTimes)により制度に
ついて周知した（令和６年４月）。また、令和５年度の
結果（28位/47支部中）について周知した（令和７年３
月）。

○

○

２．戦略的保険者機能の一層の発揮
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事業計画 実施状況 評価

⑤ 健康保険委員について、委嘱拡大に取り組むとともに、健康
保険委員活動の活性化を図るため、関係者向け専用サイト
（協会けんぽ東京パートナーズサイト）や研修会等を通じて
情報提供を行う。

■ KPI：
１－１）全被保険者数に占める健康保険委員が委嘱されている事
業所の被保険者数の割合を40％以上とする

１－２）健康保険委員の委嘱事業所数を前年度（10,263事業
所）以上とする（令和６年度新設）

⑤
• 納入告知書同封チラシ（協会けんぽTimes)令和６年５月

号に登録案内を掲載した。
• 専用サイトの健康企業宣言部門において、登録案内を掲

載した。
• 健康企業宣言を行っている事業所に対し、文書による登

録勧奨を実施した（令和６年８月 登録率29.5％ 175
社/593社）。

• 被保険者数の規模別による勧奨を実施した（令和６年11
月～令和７年１月 1,566件/17,997件 登録率
8.70％ ）。

• 専用サイトにおいて、健康保険給付申請（傷病手当金・
出産手当金）のポイントを掲載した（令和６年８月）。

• 健康保険委員支部長表彰を行った（令和６年11月）。
• マイナ保険証の周知、傷病手当金の申請に係る留意事項、

個人及び組織で行う健康的な食生活をテーマにした健康
保険委員研修会を開催した。食生活に関する講師の選定
にあたっては、女子栄養大学の副学長をお招きするとと
もに、スマートミール弁当の試食販売も行った（参加人
数：約300名、令和７年２月）。

■ KPI：
１－１）40.43％

１－２）12,680事業所

○

２．戦略的保険者機能の一層の発揮
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３．保険者機能の強化を支える組織・運営体制等の整備
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事業計画 実施状況 評価

（１）更なる保険者機能の発揮に向けた人材の育成
① 職場における業務経験を通じて職員の成長を促し、また、e

ラーニング等多様な研修や自己啓発の支援を行うことによっ
て、自ら意識・行動を変え、役職毎に必要とされる知識・ス
キルの習得を図る。

② 研修等を通じて、管理職層のマネジメント能力の向上を図る。
特に管理職層への入り口であるグループ長補佐について重点
的に取り組む。

③ 業務に関する幅広い知識を養い視野を広げるため、積極的な
ジョブローテーションを実施する。

①
• 新入職員のOJT研修を実施した（令和６年４月～９月）。
• スタッフ・主任層を対象とした外部講師による説明力向

上研修を実施した（令和７年３月）。
• 令和６年度に採用された契約職員を対象にビジネススキ

ル研修を実施した（令和７年３月）。

②
• リスクの洗い出しに際し、グループ長補佐がファシリ

テーターになることで、会議の回し方などの経験をさせ
た。

• リスク予防措置の取りまとめを実施した。
• 支部内の会議の在り方の見直しに併せて、新たにグルー

プ長補佐会議を毎月１回開催した（令和７年２月～）。

③ グループ間でのジョブローテーションを実施した（令和
６年４月、７月、９月、10月、令和７年１月）。また、
グループ内においても適宜担当替えを実施した。

○

○

○

３．保険者機能の強化を支える組織・運営体制等の整備
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３．保険者機能の強化を支える組織・運営体制等の整備

33

事業計画 実施状況 評価

（２）働き方改革の推進
① 職員にとって健康で働きやすい職場環境を整備し、職員がモ

チベーションを維持しながら、効率的に業務に取り組めるよ
うに、仕事と生活の両立支援をはじめ働き方改革を推進する。

② 病気の治療、子育て・介護等と仕事の両立支援、ハラスメン
ト防止やメンタルヘルス対策等の取組を進める。

③ 法律に基づき協会が策定した一般事業主行動計画に沿って、
年次有給休暇や育児休業の取得促進に取り組む。

①
• 通年での軽装（ビジネスカジュアル）を開始した（令和

６年４月）。
• ノー残業メールにより定時退社への意識づけを行った。

グループ長会議において、メリハリのある勤務の励行を
行った。

• 勤務時間と休憩時間の気持ちの切り替え（リフレッ
シュ）を促進するため、会議室を昼食スペースとして開
放した（令和６年10月）。

• 全国健康保険協会が加入事業所として健康宣言をし、全
支部共通の「健康づくり基本ルール」を策定したことか
ら、その内容を支部内で周知するとともに順守を徹底し
た（令和７年１月）。

②
• ハラスメント防止研修を実施した（令和６年６月）。人

事異動に伴うハラスメント相談員の変更と周知を実施し
た。

• 支部内におけるハラスメント防止に対する体制等の認知
度調査を実施し、解説を行った（令和６年９月、12月、
令和７年３月）。

③
• 業務予定等を踏まえつつ、すべての職員に対し計画的な

年次有給休暇の取得を励行した。
• 夏季休暇と年次有給休暇を組み合わせた連続休暇の取得

を励行した（令和６年７月～９月）。
• 年末年始の休暇と年次有給休暇を組み合わせた連続休暇

の取得を励行した（令和６年11月～12月）。

○

○

○



事業計画 実施状況 評価

（３）リスク管理
① リスクコントロール及びリスクが発生した場合の損失の最小

化を図るため、業務遂行の阻害となるリスクを洗い出し、対
策を検討する。

② リスク管理にかかる研修やリスク管理委員会の開催などによ
り、職員のリスクに対する意識を醸成する。

③ ジョブローテーションにより、組織運営の強化を図る。

①
• 本部研修に参加し、支部におけるリスク予防措置の取組

を定着するための研修会に参加した。また、支部におけ
るリスクの洗い出し、対策の検討に向けたスケジュール
を策定した（令和６年６月）。

• 個人情報保護管理委員会・コンプライアンス委員会にお
いて、リスク予防措置の取組状況を報告した（令和６年
８月）。

• リスク管理委員会を開催し、リスク予防措置の取組みを
報告した（令和６年11月）。

• 事務室内における潜在リスク解消のため、レイアウト変
更工事を実施した（令和６年12月）。

②
• リスク管理研修を実施した（令和６年８月、12月）。
• リスク管理委員会を開催し、リスク予防措置の取組みを

報告した（令和６年11月、令和７年３月）。

③ グループ間でのジョブローテーションを実施した（令和
６年４月、７月、９月、10月、令和７年１月）。また、
グループ内においても適宜担当替えを実施した。

○

○

○
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事業計画 実施状況 評価

（４）個人情報の保護の徹底
① 保有する個人情報の漏洩等を防止し、厳格に管理するため、

研修の実施や情報セキュリティアクションプラン（課題解決
に向けた取組）を確実に実施する。

② 個人情報保護管理委員会を開催し、個人情報保護管理体制の
現状把握と問題点の是正を通じて、個人情報の保護の徹底を
図る。

（５）法令等規律の遵守（コンプライアンス）の徹底
① 協会の社会的信頼の維持及び業務の公正性の確保に資するた

め、職員研修等を通じて、職員一人ひとりのコンプライアン
ス意識の向上を図る。

② コンプライアンス委員会を開催し、コンプライアンスに係る
取組を推進する。

③ 外部相談窓口（コンプラほっとライン）を含めた相談窓口の
周知及び制度に関する研修を継続的に実施する。また、相談
のあった内容については、速やかに対応し必要な是正措置を
講じる。

①
• 情報セキュリティの点検結果を踏まえたアクションプラ

ンを策定した（令和６年６月）。
• 「支部コンプラ・個人情報保護通信」（メール）による

情報発信を実施した（令和６年４月～令和７年３月）。
• 情報セキュリティ啓発カードを作成し、全職員へ配付し

た（令和６年７月）。
• 個人情報保護研修及び情報セキュリティ研修を実施した

（令和６年９月、11月、令和7年１月、３月）。

②
• 個人情報保護管理委員会を開催し、個人情報保護の徹底

に取り組んでいたが、事務処理誤りによる個人情報漏え
いが複数回発生した。

①
• 「支部コンプラ・個人情報保護通信」（メール）による

情報発信を実施した（令和６年４月～令和７年３月）。
• コンプライアンス・個人情報保護に係るチェックシート

を配付し、自己点検を実施した（令和６年９月、令和７
年３月）。

② コンプライアンス委員会を開催した（令和６年８月、令
和７年３月）。

③
• 支部内に外部相談窓口のポスターについて掲示し、外部

相談窓口の認知度調査を開始した（令和６年６月）。
• 支部内におけるハラスメント防止に対する体制等の認知

度調査を実施し、解説を行った（令和６年９月）。

○

△

○

○

○
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事業計画 実施状況 評価

（６）災害等の対応
① 大規模自然災害等に備え、緊急時の連絡体制等について定期

的に訓練や研修を実施する。

② 大規模自然災害等発生時のマニュアル（支部初動対応マニュ
アル）について、都度必要な見直しを行う。

①
• 人事異動に伴い自衛消防班の編成を変更した。自衛消防

訓練と安否確認メール模擬訓練を実施した（令和６年５
月、11月）。

• 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）の発表を受け
て、安否確認メール訓練を実施した（令和６年８月）。

• 安否確認システムの変更に伴い、新システム（エマー
ジェンシーコール）の利用者登録及び模擬訓練を実施し
た。さらに管理者は共有ポータル（ビーシーポータル）
の試行利用を実施した（令和７年３月）。

② 食料・飲料の賞味期限切れに伴い、物資の入れ替えを行
うとともに非常用物資の設置場所変更に伴い、「非常用
物資一覧表」を修正した。

○

○

36

３．保険者機能の強化を支える組織・運営体制等の整備



事業計画 実施状況 評価

（７）費用対効果を踏まえたコスト削減等
① サービス水準の確保に留意しつつ適切なコスト意識を持って、

競争入札や消耗品の発注システムを活用した随時発注による
適切な在庫管理等を引き続き行い、経費の節減に努める。

② 調達における競争性を高めるため、一者応札案件の減少に努
める。入札案件においては、公告期間や納期までの期間の十
分な確保、複数者からの見積書の徴取、仕様書の見直し等の
取組みを行うことで、多くの業者が参加しやすい環境を整備
する。

■ KPI：
一般競争入札に占める一者応札案件の割合について、15％以下と
する

③ 高額な随意契約を行う場合は、調達審査委員会において調達
内容、調達方法、調達に要する費用の妥当性を審査するとと
もに、ホームページに調達結果等を公表し、透明性を確保す
る。

④ 少額随意契約の範囲内においても、可能な限り一般競争入札
又は見積競争公告（ホームページ等で調達案件を公示し広く
見積書の提出を募る方法）を実施する。

①
• 定期的な点検により在庫を把握したうえで、過剰在庫と

ならないよう無駄のない消耗品の発注に努めた。
• ペーパレス会議の実施体制を整え、コスト削減に努めた。

② 複数の事業者への声掛けを行った（一者応札件数：０件
/27件）。

■ KPI：
０％

③ 高額な随意契約はもとより、案件に応じて調達審査委員
会に諮り、調達の妥当性を審査した。また、調達結果は
ホームページにて公表した。

④ 少額随意契約の範囲内においても可能な限り見積競争公
告を実施した（見積競争公告件数：15件）。

○

◎

○

○
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令和６年度 KPI目標の進捗状況

38

（参考）



令和６年度 ＫＰＩ設定項目一覧表 （基盤的保険者機能の盤石化）

１
．
基
盤
的
保
険
者
機
能
の
盤
石
化

事業計画 KPI設定項目 目標 実績

（２） サービス水準の向上

（1）サービススタンダードの達成状況 100 ％ 100 ％
令和７年

３月

（2）現金給付等の申請に係る郵送化率

（対前年度以上）
98.4

％
以上 98.1 ％

令和７年

３月

（４） レセプト点検の精度向上

（1）協会のレセプト点検の査定率（対前年度以上） 0.087
％
以上 0.077 ％

令和７年

３月

（2）協会の再審査レセプト１件当たりの査定額

（対前年度以上）
9,109

円
以上 15,003 円

令和７年

３月

（５）
債権管理・回収と返納金債権発

生防止

（1）返納金債権（診療報酬返還金（不当請求）を除く。）の回

収率（対前年度以上）
50.35

％
以上 53.95 ％

令和７年

３月

（2）日本年金機構回収分も含めた資格喪失後１か月以内の

保険証回収率（対前年度以上）

※マイナンバーカードと保険証の一体化（保険証の廃止）が

行われるまでの取組とする

70.80
％
以上

72.82 ％
令和６年

11月 39



令和６度 ＫＰＩ設定項目一覧表 （戦略的保険者機能の一層の発揮）

２
．
戦
略
的
保
険
者
機
能
の
一
層
の
発
揮

事業計画 KPI設定項目 目標 実績

Ⅱ
（２）

特定健診実施率・事業者健診

データ取得率等の向上

（1）生活習慣病予防健診実施率 60.0
％
以上 57.2 ％

令和７年

３月

（2）事業者健診データ取得率 3.8
％
以上 1.3 ％

令和７年

３月

（3）被扶養者の特定健診実施率 32.0
％
以上 32.7 ％

令和７年

３月

（３）
特定保健指導実施率及び

質の向上

（1）被保険者の特定保健指導実施率 11.4
％
以上 12.6 ％

令和７年

３月

（2）被扶養者の特定保健指導実施率 10.1
％
以上 13.8 ％

令和７年

３月

（４） 重症化予防対策の推進
健診受診月から10か月以内に医療機関を受診した者の
割合（対前年度以上）

31.2
％
以上 32.0 ％

令和７年

３月

（５） コラボヘルスの推進 健康宣言事業所数 2,900
事業所

以上 2,998
令和７年

３月

Ⅲ
（１）

ジェネリック医薬品の使用促進 年度末時点のジェネリック医薬品使用割合（対前年度以上） 82.6
％
以上 88.3 ％

令和７年

３月

（３）

広報活動や「顔の見える地域ネッ

トワーク」を通じた加入者等の理

解促進

（１）全被保険者数に占める健康保険委員が委嘱されている
事業所の被保険者数の割合

40.00
％
以上 40.43 ％

令和７年

３月

（２）健康保険委員の委嘱事業所数 10,263
事業所

以上 12,680
令和７年

３月

事業所

事業所 40



令和６年度 ＫＰＩ設定項目一覧表 （保険者機能の強化を支える組織・運営体制等の整備）

３
．
組
織
運
営
体
制
の
整
備

事業計画 KPI設定項目 目標 実績

（７）
費用対効果を踏まえた

コスト削減等
一般競争入札に占める一者応札案件の割合 15

％
以下

0 ％
令和７年

３月

41


